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印影を加工しています



 

 

概要書 

 

東京都市計画第一種市街地再開発事業の決定について 

 

 

１ 都市計画の種類及び名称 

   東京都市計画第一種市街地再開発事業 

   赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業 

 

２ 位  置 

   北区赤羽一丁目地内 

 

３ 決定内容 

  【別紙】「計画書」、「総括図」、「計画図」のとおり 

 

４ 決定理由 

  【別紙】「都市計画の案の理由書」のとおり 

 

５ 意見要旨と見解 

  【別紙】「都市計画の案に対する意見書の要旨」及び 

     「都市計画の原案に対する意見書の要旨」のとおり 

       

６ これまでの経過と今後の予定 

令和２年 ３月１１日 都市計画原案の説明会に代わる資料配布 

 ５月 １日 東京都知事協議（意見がない旨の通知） 

 ５月２５日～６月８日 都市計画の案の公告・縦覧 

 ７月２８日 北区都市計画審議会 

 ８月中旬 都市計画の決定告示 
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東京都市計画第一種市街地再開発事業の決定（北区決定） 

都市計画赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業を次のように決定する。                      幅員の〔 〕は全幅員を示す。 

名    称 赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業 

施行区域面積 約 0.5ha 

公共施設 

の配置及 

び規模 

道 路 

種 別 名 称 規 模 備 考 

区画街路 

補助線街路第 89 号線 
別に都市計画に定めるとおり 

既設 

北区画街路第 6 号線 既設 

区画街路 1 号線 幅員 3.0〔6.0ｍ〕、延長約 38ｍ 既設 

区画街路 2 号線 幅員 3.0〔6.0ｍ〕、延長約 46ｍ 既設 

建築物の 

整 備 

建築面積 
延べ面積 

（容積対象面積） 
主要用途 建築物の高さの限度 備 考 

約 1,700 ㎡ 約 32,000 ㎡ 

（約 23,100 ㎡） 
住宅、商業、駐車場 GL＋115ｍ 

 

建築敷地の 

整 備 

建築敷地面積 整 備 計 画 

約 2,900 ㎡ ・ 敷地内に広場状空地を整備し、地域コミュニティや交流・賑わいのある空間の創出に寄与する。 

・ 道路に沿った壁面後退部分に歩道状空地を整備し、歩行者の利便性・安全性の向上を図る。 

参  考 地区計画区域内にあり。高度利用地区（赤羽一丁目第一地区）区域内にあり。 

「施行区域、公共施設の配置、建築物の高さの限度及び壁面の位置の限度は、計画図表示のとおり」 

理由：土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図り、地域のまちづくりを推進するため、第一種市街地再開発事業を決定する。 
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東京都市計画第一種市街地再開発事業  

赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業の決定 総括図 〔北区決定〕 

赤羽一丁目第一地区 

第一種市街地再開発事業 

決定箇所 
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東京都市計画第一種市街地再開発事業 

赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業 計画図１ 施行区域図 〔北区決定〕 

 

 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の 1地形図を利用して作成したものである。ただし、計画線は都市計画道路の計画図から転記したものである。無断複製を禁ず。 

 (承認番号) 30 都市基交著第 214号、平成３１年１月７日、(承認番号) 30 都市基街都第 242号、平成３１年１月１０日、 (承認番号) MMT 利許第 27020 号、平成２７年５月１８日 

見通し線 

敷地境界線 

道路中心線 

見通し線 

道路中心線 

道路中心線 

道路中心線 
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東京都市計画第一種市街地再開発事業           公共施設の配置及び 

赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業 計画図２ 街区の配置図 〔北区決定〕 

 

 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の 1地形図を利用して作成したものである。ただし、計画線は都市計画道路の計画図から転記したものである。無断複製を禁ず。 

 (承認番号) 30 都市基交著第 214号、平成３１年１月７日、(承認番号) 30 都市基街都第 242号、平成３１年１月１０日、 (承認番号) MMT 利許第 27020 号、平成２７年５月１８日 

区画街路 2号線 

補助線街路第 89 号線 

北区画街路第6号線 

区画街路 1号線 
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東京都市計画第一種市街地再開発事業         建築物の高さの限度及び 

赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業 計画図３ 壁面の位置の制限〔北区決定〕 

               

 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の 1地形図を利用して作成したものである。ただし、計画線は都市計画道路の計画図から転記したものである。無断複製を禁ず。 

 (承認番号) 30 都市基交著第 214号、平成３１年１月７日、(承認番号) 30 都市基街都第 242号、平成３１年１月１０日、 (承認番号) MMT 利許第 27020 号、平成２７年５月１８日 

2m 

2m 

2m 

2m 
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都市計画の案の理由書  
 

 

 

１  種 類 ・ 名 称  

  東 京 都 市 計 画 第 一 種 市 街 地 再 開 発 事 業   

赤 羽 一 丁 目 第 一 地 区 第 一 種 市 街 地 再 開 発 事 業  

 

２  理  由  

本 地 区 は 、「 東 京 の 北 の 玄 関 口 」で あ る Ｊ Ｒ  赤 羽 駅 に 近 接 し 、

区 内 で 最 大 の 商 業 集 積 地 内 に 位 置 す る 。 本 地 区 を 含 む 赤 羽 駅 周

辺 は 、北 区 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン ２ ０ １ ０  に お い て「 に ぎ わ

い の 拠 点 」 に 位 置 付 け ら れ 、 駅 西 側 と 連 携 し 広 域 商 業 施 設 を 中

心 と し た 土 地 利 用 を 誘 導 す る と と も に 、 住 宅 の 需 要 も ふ ま え 必

要 な 住 宅 ス ト ッ ク の 形 成 を 図 る こ と と さ れ て い る 。  

一 方 、駅 周 辺 地 区 は 、老 朽 化 し た ビ ル が 密 集 し て い る 地 区 で あ

り 、 来 街 者 や 地 域 住 民 が 集 え る ゆ と り あ る 滞 留 空 間 が 不 足 し て

い る こ と か ら 、 防 災 性 や 都 市 環 境 の 面 か ら も 早 急 な 改 善 が 必 要

と さ れ て い る 。  

こ う し た こ と か ら 、 本 地 区 に お い て は 、 駅 周 辺 に 不 足 す る オ

ー プ ン ス ペ ー ス を 確 保 す る と と も に 定 住 化 の 促 進 と 商 業 ・ 業 務

機 能 の 強 化 を す る こ と に よ り 、 防 災 性 の 向 上 と 市 街 地 環 境 の 向

上 に 資 す る 土 地 の 高 度 利 用 を 図 る た め 、 第 一 種 市 街 地 再 開 発 事

業 に よ る ま ち づ く り が 検 討 さ れ て き た 。  

こ の よ う な 経 緯 を 踏 ま え 、 土 地 の 合 理 的 か つ 健 全 な 高 度 利 用

と 都 市 機 能 の 更 新 を 図 り 、 駅 前 立 地 と し て 相 応 し い 多 様 で 魅 力

的 な 複 合 市 街 地 の 形 成 を 図 る た め 、 面 積 約 ０ ． ５ ヘ ク タ ー ル に

つ い て 、 赤 羽 一 丁 目 第 一 地 区 第 一 種 市 街 地 再 開 発 事 業 を 決 定 す

る も の で あ る 。  
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都市計画の原案に対する意見書の要旨と見解 

東京都市計画地区計画 赤羽一丁目地区地区計画に係わる都市計画の原案を、都市計画法第１６条第２項の規定に基づく、東京都北区地区計画

等の案の作成手続きに関する条例第２条の規定により、令和２年３月１２日から３月２６日までの２週間公衆の縦覧に供したところ、同条例第４

条の規定による、同年４月２日までの３週間の期間中に２通（２名）の意見書の提出があった（利害関係を有しない者からの意見書１通（１名）を

含む）。その意見書の要旨及び北区の見解は次の通りである。なお、本都市計画原案に合わせ、都市計画法第１６条第１項の規定に基づく市街地再

開発事業及び高度利用地区に係わる原案の縦覧を実施しており、両原案に係わる意見についても関連意見として取り扱った。 

都市計画の種類及び名称  

①東京都市計画地区計画 赤羽一丁目地区地区計画 

②東京都市計画高度利用地区 赤羽一丁目第一地区高度利用地区の変更 

③東京都市計画第一種市街地再開発事業 赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業 

 

意 見 書 の 要 旨 北 区 の 見 解 

Ⅰ 賛成意見に関するもの  （なし）  

  

Ⅱ 反対意見に関するもの  １通（１名）  

（１）意見提出者の所有地を市街地再開発事業の計画区域から除外して

ほしい。 

 

（２）市街地再開発事業においては準備組合の意思形成が不当に歪めら

れており、地権者の利益を無視した計画が進められているので、事

業計画及び本組合設立を認可すべきではない。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）計画区域は、都市再開発法に基づく組合施行の第一種市街地再開

発事業により、都市計画原案が示す地区の目標、方針等を実現する

ための区域設定であると認識しています。 

（２）準備組合による意思形成については、同準備組合の規約等に基

づき適正に実施されているものと認識しています。 

   権利の変換に係わる事項については、現段階ではモデル権利変

換による概略が示されている段階であり、今後準備組合において

個別具体的な調整が図られるものと認識しています。 

事業計画及び本組合の設立認可については、準備組合の今後の

計画検討・合意形成の進捗に応じて東京都知事により行われるも

のですが、区としましては円滑な事業実施に向け、引き続き準備

組合に権利者の合意形成と事業への理解を得られるよう、丁寧な

説明を求めてまいります。 
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（３）市街地再開発事業の施行区域は狭小であるため、赤羽小学校区域

を含めた区域一体の市街地再開発事業として再設計すべきである。 

 

（３）本地区計画区域の規模は同種事業の中では比較的小規模です

が、細分化された土地を集約・整形して一体的敷地として活用す

ることで、共同建築物の不燃化やオープンスペースの確保など、

駅周辺が抱える課題への取組みをはじめ、駅を中心としたコンパ

クトで利便性の高いまちづくりの一翼を担う計画であると認識し

ています。 

なお、本地区に隣接し、赤羽小学校とも敷地を接する街区にお

いても市街地再開発事業の事業化に向けた検討が進んでおり、区

としましては、赤羽小学校を含めた赤羽駅東口周辺のまちづくり

について、地区住民等で構成するまちづくり協議会等と連携・協

働しながら、検討を深めてまいります。 

Ⅲ その他の意見  １通（１名）  

（１）地上 26 階のタワーマンション建設について、高い建物は望まな

い。最寄りの開発例からも強風が心配である。マンションではなく、

緑に囲まれた低い都営・区営住宅、一戸建ての住宅が整備されると

良い。 

 

 

（１）本計画は、交通利便性の高い赤羽駅前で、かつ区内最大の商業集

積地という立地特性を生かし、地域の防災性や経済活動の活性化を

図りながら、都市の中心拠点の形成を図ることを目的としていま

す。 

   市街地再開発事業の制度を活用することで、土地の高度利用をす

すめ、公共的な広場や空地等を確保するとともに、地域商業との調

和・共存を踏まえた商業機能の整備や、良質な都市型住宅を供給す

ることにより、多様で魅力的な市街地形成を促進する方針です。 

   事業化に際し、風害をはじめとする環境対策につきましては、今

後の具体的な建築計画の中で検討するよう準備組合に求めてまい

ります。 
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都市計画の案に対する意見書の要旨と見解 

 

下記に係る都市計画の案を、都市計画法（以下「法」という。）第１７条第１項の規定又は法第２１条第２項において準用する法１７条第１項の

規定に基づき、令和２年５月２５日から６月８日までの２週間公衆の縦覧に供したところ、法第１７条第２項の規定又は法第２１条第２項におい

て準用する法１７条第２項の規定により、同期間中に１通（１名）の意見書の提出があった。その意見書の要旨及び北区の見解は次のとおりであ

る。 

都市計画の種類及び名称 

①東京都市計画第一種市街地再開発事業 赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業 

②東京都市計画高度利用地区 赤羽一丁目第一地区高度利用地区の変更 

③東京都市計画地区計画 赤羽一丁目地区地区計画  

 

意 見 書 の 要 旨 北 区 の 見 解 

Ⅰ 賛成意見に関するもの  （なし）  

  

Ⅱ 反対意見に関するもの  １通（１名）  

（１）意見提出者の所有地を市街地再開発事業の計画区域から除外して

ほしい。 

 

（２）市街地再開発事業においては準備組合の意思形成が不当に歪めら

れており、地権者の利益を無視した計画が進められているので、事

業計画及び本組合設立を認可すべきではない。 

 

 

 

（１）計画区域は、都市再開発法に基づく組合施行の第一種市街地再開

発事業により、都市計画原案が示す地区の目標、方針等を実現する

ための区域設定であると認識しています。 

（２）準備組合による意思形成については、同準備組合の規約等に基

づき適正に実施されているものと認識しています。 

   権利の変換に係わる事項については、現段階ではモデル権利変

換による概略が示されている段階であり、今後準備組合において

個別具体的な調整が図られるものと認識しています。 

   事業計画及び本組合の設立認可については、準備組合の今後の

計画検討・合意形成の進捗に応じて東京都知事により行われるも

のですが、区としましては円滑な事業実施に向け、引き続き準備

組合に権利者の合意形成と事業への理解を得られるよう、丁寧な

説明を求めてまいります。 1
1
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（３）市街地再開発事業の施行区域は狭小であるため、にぎわいの拠点

に相応しい商業機能を維持発展させる市街地再開発事業となるよ

う赤羽小学校区域を含めた区域一体で再設計すべきである。新型コ

ロナウイルスの感染拡大により、事業性が悪化しているので、従前

地権者の権利床面積を確保するために、計画容積率の追加の割り増

しが必要である。 

（３）にぎわいの創出には、商業機能の集積だけに依ることなく、ま

ちの特性を生かしながら、社会状況等の変化に対応した多様で柔

軟な取り組みが求められます。 

本計画では、赤羽の地域資源を生かしながら、都市機能・商業

機能の更新をはじめ、良質な都市型住宅の供給や観光・交流の促

進を図るなど、安全・安心・快適な市街地環境の整備を進めるこ

とで、駅周辺のにぎわいを創出する環境を整え、まちの魅力を高

める内容となっており、赤羽駅東口周辺のまちづくりの一翼を担

う計画であると認識しています。 

また、本地区に隣接し、赤羽小学校とも敷地を接する街区にお

いても市街地再開発事業の事業化に向けた検討が進んでおり、区

としましては、赤羽小学校を含めた赤羽駅東口周辺のまちづくり

について、地区住民等で構成するまちづくり協議会等と連携・協

働しながら、検討を深めてまいります。 

なお、本計画の容積率の最高限度については、「東京都高度利用

地区指定方針及び指定基準」に定められた容積率の緩和の基準に

より定めております。 

 

Ⅲ その他の意見  （なし）  

  

  

1
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概要書 

 

東京都市計画高度利用地区の決定について 

 

 

１ 都市計画の種類及び名称 

   東京都市計画高度利用地区 

   赤羽一丁目第一地区高度利用地区の変更 

 

２ 位  置 

   北区赤羽一丁目地内 

 

３ 決定内容 

  【別紙】「計画書」、「総括図」、「計画図」のとおり 

 

４ 決定理由 

  【別紙】「都市計画の案の理由書」のとおり 

 

５ 意見要旨と見解 

  【別紙】「都市計画の案に対する意見書の要旨」及び 

     「都市計画の原案に対する意見書の要旨」のとおり 

       

６ これまでの経過と今後の予定 

令和２年 ３月１１日 都市計画原案の説明会に代わる資料配布 

 ５月 １日 東京都知事協議（意見がない旨の通知） 

 ５月２５日～６月８日 都市計画の案の公告・縦覧 

 ７月２８日 北区都市計画審議会 

 ８月中旬 都市計画の決定告示 
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東京都市計画高度利用地区の変更（北区決定） 

都市計画高度利用地区を次のように変更する。 

種  類 

（地区名・区分） 
面 積 

建築物の延べ面

積の敷地面積に

対する割合の最

高限度（注１） 

建築物の延べ面

積の敷地面積に

対する割合の最

低限度 

建築物の建築面

積の敷地面積に

対する割合の最

高限度（注２） 

建築物の建築面

積の最低限度 

壁面の位置の制

限（注３） 
備 考 

高度利用地区 

（赤羽一丁目第一地区） 

約 0.5ha ８０／１０ ２０／１０ ５／１０ ２００㎡ ２ｍ 

赤羽一丁目第一地区

第一種市街地再開発

事業施行区域 

（注１） 建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の最高限度の特例 
(1) 建築物の敷地内に設ける空地の規模による限度 

敷地内に設ける道路境界線から２ｍを超える位置に設ける広場等の空地面積（地区計画に関する都市計画決定に定める地区施

設に限る。）の合計が敷地面積の１０分の３未満である建築物にあっては、１０分の２０を減じる。 
(2) 地上部及び建築物上の緑化率による限度 

東京における自然の保護と回復に関する条例（平成１２年１２月２２日条例第２１６号）及び同施行規則（平成１３年３月１

６日規則第３９号）に規定する緑化基準に基づき算出した緑化率が、３５％未満である建築物にあっては、１０分の１を減じ

る。 
 

（注２） 建築基準法第５３条第６項第１号に該当する建築物にあっては、１０分の２を加えた数値とする。 
（注３） 落下防止のための庇及びこれを支える柱並びに隣地境界線に沿って設けられる門、塀その他これらに類するものを除く。 
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北区内のその他の 

既決定地区 
面 積 位   置 

高度利用地区 

（赤羽駅西口地区） 

（北区赤羽北二丁目地

内地区） 

（赤羽西一丁目地区） 

（十条駅西口地区） 

 

約 0.8ha 

約 4.2ha 

 

約 2.6ha 

約 1.7ha 

 

北区赤羽西一丁目地内 

北区赤羽北二丁目地内 

 

北区赤羽西一丁目地内 

北区上十条一丁目及び上十条二丁目各地内 

小 計 約 9.3ha  

合 計 約 9.8ha  

「位置、区域及び壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり」  

 

理由：市街地再開発事業の実施に伴い、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、高度利用地区を変更する。 

 

 

 

 

 

変更概要 

番号 変 更 箇 所 面   積 備   考 

１ 北区赤羽一丁目地内 約 0.5ha （追加） 
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東京都市計画高度利用地区  

赤羽一丁目第一地区高度利用地区の変更 総括図 〔北区決定〕 

赤羽一丁目第一地区 

高度利用地区 

変更箇所 
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東京都市計画高度利用地区 

赤羽一丁目第一地区    計画図１ 区域図      〔北区決定〕 

 

 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の 1地形図を利用して作成したものである。ただし、計画線は都市計画道路の計画図から転記したものである。無断複製を禁ず。 

 (承認番号) 30 都市基交著第 214号、平成３１年１月７日、(承認番号) 30 都市基街都第 242号、平成３１年１月１０日、 (承認番号) MMT 利許第 27020 号、平成２７年５月１８日

見通し線 

道路中心線 

道路中心線 

道路中心線 

道路中心線 

敷地境界線 

見通し線 
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東京都市計画高度利用地区 

赤羽一丁目第一地区    計画図２ 壁面の位置の制限 〔北区決定〕 

 

 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の 1地形図を利用して作成したものである。ただし、計画線は都市計画道路の計画図から転記したものである。無断複製を禁ず。 

 (承認番号) 30 都市基交著第 214号、平成３１年１月７日、(承認番号) 30 都市基街都第 242号、平成３１年１月１０日、 (承認番号) MMT 利許第 27020 号、平成２７年５月１８日 
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都市計画の案の理由書  
 

 

 

１  種 類 ・ 名 称  

  東 京 都 市 計 画 高 度 利 用 地 区   

赤 羽 一 丁 目 第 一 地 区 高 度 利 用 地 区 の 変 更  

 

２  理  由  

本 地 区 は 、「 東 京 の 北 の 玄 関 口 」 で あ る Ｊ Ｒ 赤 羽 駅 に 近 接 し 、

区 内 で 最 大 の 商 業 集 積 地 内 に 位 置 す る 。 本 地 区 を 含 む 赤 羽 駅 周

辺 は 、北 区 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン ２ ０ １ ０  に お い て「 に ぎ わ

い の 拠 点 」 に 位 置 付 け ら れ 、 駅 西 側 と 連 携 し 広 域 商 業 施 設 を 中

心 と し た 土 地 利 用 を 誘 導 す る と と も に 、 住 宅 の 需 要 も ふ ま え 必

要 な 住 宅 ス ト ッ ク の 形 成 を 図 る こ と と さ れ て い る 。  

一 方 、駅 周 辺 地 区 は 、老 朽 化 し た ビ ル が 密 集 し て い る 地 区 で あ

り 、 来 街 者 や 地 域 住 民 が 集 え る ゆ と り あ る 滞 留 空 間 が 不 足 し て

い る こ と か ら 、 防 災 性 や 都 市 環 境 の 面 か ら も 早 急 な 改 善 が 必 要

と さ れ て い る 。  

こ う し た こ と か ら 、本 地 区 に お い て は 、駅 周 辺 に 不 足 す る オ ー

プ ン ス ペ ー ス を 確 保 す る と と も に 定 住 化 の 促 進 と 商 業 ・ 業 務 機

能 の 強 化 を す る こ と に よ り 、 防 災 性 の 向 上 と 市 街 地 環 境 の 向 上

に 資 す る 土 地 の 高 度 利 用 を 図 る た め 、 第 一 種 市 街 地 再 開 発 事 業

に よ る ま ち づ く り が 検 討 さ れ て き た 。  

こ の よ う な 経 緯 を 踏 ま え 、 土 地 の 合 理 的 か つ 健 全 な 高 度 利 用

と 都 市 機 能 の 更 新 を 図 り 、 駅 前 立 地 と し て 相 応 し い 多 様 で 魅 力

的 な 複 合 市 街 地 の 形 成 を 図 る た め 、 赤 羽 一 丁 目 第 一 地 区 第 一 種

市 街 地 再 開 発 事 業 施 行 区 域 で あ る 面 積 約 ０ ． ５ ヘ ク タ ー ル に つ

い て 、 高 度 利 用 地 区 を 変 更 す る も の で あ る 。  

 

8



 

 1 / 2 
 

都市計画の原案に対する意見書の要旨と見解 

東京都市計画地区計画 赤羽一丁目地区地区計画に係わる都市計画の原案を、都市計画法第１６条第２項の規定に基づく、東京都北区地区計画

等の案の作成手続きに関する条例第２条の規定により、令和２年３月１２日から３月２６日までの２週間公衆の縦覧に供したところ、同条例第４

条の規定による、同年４月２日までの３週間の期間中に２通（２名）の意見書の提出があった（利害関係を有しない者からの意見書１通（１名）を

含む）。その意見書の要旨及び北区の見解は次の通りである。なお、本都市計画原案に合わせ、都市計画法第１６条第１項の規定に基づく市街地再

開発事業及び高度利用地区に係わる原案の縦覧を実施しており、両原案に係わる意見についても関連意見として取り扱った。 

都市計画の種類及び名称  

①東京都市計画地区計画 赤羽一丁目地区地区計画 

②東京都市計画高度利用地区 赤羽一丁目第一地区高度利用地区の変更 

③東京都市計画第一種市街地再開発事業 赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業 

 

意 見 書 の 要 旨 北 区 の 見 解 

Ⅰ 賛成意見に関するもの  （なし）  

  

Ⅱ 反対意見に関するもの  １通（１名）  

（１）意見提出者の所有地を市街地再開発事業の計画区域から除外して

ほしい。 

 

（２）市街地再開発事業においては準備組合の意思形成が不当に歪めら

れており、地権者の利益を無視した計画が進められているので、事

業計画及び本組合設立を認可すべきではない。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）計画区域は、都市再開発法に基づく組合施行の第一種市街地再開

発事業により、都市計画原案が示す地区の目標、方針等を実現する

ための区域設定であると認識しています。 

（２）準備組合による意思形成については、同準備組合の規約等に基

づき適正に実施されているものと認識しています。 

   権利の変換に係わる事項については、現段階ではモデル権利変

換による概略が示されている段階であり、今後準備組合において

個別具体的な調整が図られるものと認識しています。 

事業計画及び本組合の設立認可については、準備組合の今後の

計画検討・合意形成の進捗に応じて東京都知事により行われるも

のですが、区としましては円滑な事業実施に向け、引き続き準備

組合に権利者の合意形成と事業への理解を得られるよう、丁寧な

説明を求めてまいります。 
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（３）市街地再開発事業の施行区域は狭小であるため、赤羽小学校区域

を含めた区域一体の市街地再開発事業として再設計すべきである。 

 

（３）本地区計画区域の規模は同種事業の中では比較的小規模です

が、細分化された土地を集約・整形して一体的敷地として活用す

ることで、共同建築物の不燃化やオープンスペースの確保など、

駅周辺が抱える課題への取組みをはじめ、駅を中心としたコンパ

クトで利便性の高いまちづくりの一翼を担う計画であると認識し

ています。 

なお、本地区に隣接し、赤羽小学校とも敷地を接する街区にお

いても市街地再開発事業の事業化に向けた検討が進んでおり、区

としましては、赤羽小学校を含めた赤羽駅東口周辺のまちづくり

について、地区住民等で構成するまちづくり協議会等と連携・協

働しながら、検討を深めてまいります。 

Ⅲ その他の意見  １通（１名）  

（１）地上 26 階のタワーマンション建設について、高い建物は望まな

い。最寄りの開発例からも強風が心配である。マンションではなく、

緑に囲まれた低い都営・区営住宅、一戸建ての住宅が整備されると

良い。 

 

 

（１）本計画は、交通利便性の高い赤羽駅前で、かつ区内最大の商業集

積地という立地特性を生かし、地域の防災性や経済活動の活性化を

図りながら、都市の中心拠点の形成を図ることを目的としていま

す。 

   市街地再開発事業の制度を活用することで、土地の高度利用をす

すめ、公共的な広場や空地等を確保するとともに、地域商業との調

和・共存を踏まえた商業機能の整備や、良質な都市型住宅を供給す

ることにより、多様で魅力的な市街地形成を促進する方針です。 

   事業化に際し、風害をはじめとする環境対策につきましては、今

後の具体的な建築計画の中で検討するよう準備組合に求めてまい

ります。 

 

1
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都市計画の案に対する意見書の要旨と見解 

 

下記に係る都市計画の案を、都市計画法（以下「法」という。）第１７条第１項の規定又は法第２１条第２項において準用する法１７条第１項の

規定に基づき、令和２年５月２５日から６月８日までの２週間公衆の縦覧に供したところ、法第１７条第２項の規定又は法第２１条第２項におい

て準用する法１７条第２項の規定により、同期間中に１通（１名）の意見書の提出があった。その意見書の要旨及び北区の見解は次のとおりであ

る。 

都市計画の種類及び名称 

①東京都市計画第一種市街地再開発事業 赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業 

②東京都市計画高度利用地区 赤羽一丁目第一地区高度利用地区の変更 

③東京都市計画地区計画 赤羽一丁目地区地区計画  

 

意 見 書 の 要 旨 北 区 の 見 解 

Ⅰ 賛成意見に関するもの  （なし）  

  

Ⅱ 反対意見に関するもの  １通（１名）  

（１）意見提出者の所有地を市街地再開発事業の計画区域から除外して

ほしい。 

 

（２）市街地再開発事業においては準備組合の意思形成が不当に歪めら

れており、地権者の利益を無視した計画が進められているので、事

業計画及び本組合設立を認可すべきではない。 

 

 

 

（１）計画区域は、都市再開発法に基づく組合施行の第一種市街地再開

発事業により、都市計画原案が示す地区の目標、方針等を実現する

ための区域設定であると認識しています。 

（２）準備組合による意思形成については、同準備組合の規約等に基

づき適正に実施されているものと認識しています。 

   権利の変換に係わる事項については、現段階ではモデル権利変

換による概略が示されている段階であり、今後準備組合において

個別具体的な調整が図られるものと認識しています。 

   事業計画及び本組合の設立認可については、準備組合の今後の

計画検討・合意形成の進捗に応じて東京都知事により行われるも

のですが、区としましては円滑な事業実施に向け、引き続き準備

組合に権利者の合意形成と事業への理解を得られるよう、丁寧な

説明を求めてまいります。 1
1
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（３）市街地再開発事業の施行区域は狭小であるため、にぎわいの拠点

に相応しい商業機能を維持発展させる市街地再開発事業となるよ

う赤羽小学校区域を含めた区域一体で再設計すべきである。新型コ

ロナウイルスの感染拡大により、事業性が悪化しているので、従前

地権者の権利床面積を確保するために、計画容積率の追加の割り増

しが必要である。 

（３）にぎわいの創出には、商業機能の集積だけに依ることなく、ま

ちの特性を生かしながら、社会状況等の変化に対応した多様で柔

軟な取り組みが求められます。 

本計画では、赤羽の地域資源を生かしながら、都市機能・商業

機能の更新をはじめ、良質な都市型住宅の供給や観光・交流の促

進を図るなど、安全・安心・快適な市街地環境の整備を進めるこ

とで、駅周辺のにぎわいを創出する環境を整え、まちの魅力を高

める内容となっており、赤羽駅東口周辺のまちづくりの一翼を担

う計画であると認識しています。 

また、本地区に隣接し、赤羽小学校とも敷地を接する街区にお

いても市街地再開発事業の事業化に向けた検討が進んでおり、区

としましては、赤羽小学校を含めた赤羽駅東口周辺のまちづくり

について、地区住民等で構成するまちづくり協議会等と連携・協

働しながら、検討を深めてまいります。 

なお、本計画の容積率の最高限度については、「東京都高度利用

地区指定方針及び指定基準」に定められた容積率の緩和の基準に

より定めております。 

 

Ⅲ その他の意見  （なし）  

  

  

1
2
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概要書 

 

東京都市計画地区計画の決定について 

 

 

１ 都市計画の種類及び名称 

   東京都市計画地区計画 赤羽一丁目地区地区計画 

 

２ 位  置 

   北区赤羽一丁目地内 

 

３ 決定内容 

  【別紙】「計画書」、「総括図」、「計画図」のとおり 

 

４ 決定理由 

  【別紙】「都市計画の案の理由書」のとおり 

 

５ 意見要旨と見解 

  【別紙】「都市計画の案に対する意見書の要旨」及び 

     「都市計画の原案に対する意見書の要旨」のとおり 

       

６ これまでの経過と今後の予定 

令和２年 ３月１１日 都市計画原案の説明会に代わる資料配布 

 ５月 １日 東京都知事協議（意見がない旨の通知） 

 ５月２５日～６月８日 都市計画の案の公告・縦覧 

 ７月２８日 北区都市計画審議会 

 ８月中旬 都市計画の決定告示 
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東京都市計画地区計画の決定（北区決定） 

都市計画赤羽一丁目地区地区計画を次のように決定する。 

 名   称 赤羽一丁目地区地区計画 

 位   置 ※ 北区赤羽一丁目地内 

 面   積 ※ 約 0.6ha 

 地区計画の目標 本地区は、「東京の北の玄関口」である JR 赤羽駅に近接し、駅前広場には区内外各所からのバスルートが集中する交通利

便性の高い地区である。また、本地区を含む赤羽駅周辺は、区内で最大の商業集積地であり、北区都市計画マスタープラン

2010 において「にぎわいの拠点」に位置付けられ、駅西側と連携し広域商業施設を中心とした土地利用を誘導するとともに、

住宅の需要もふまえ必要な住宅ストックの形成を図る地区として位置付けられている。一方、本地区は、老朽化した雑居ビル

が密集している地区であり、来街者や地域住民が集えるゆとりある滞留空間が不足していることから、防災性や都市環境の面

からも早急な改善が必要な地区である。更に、本地区の立地特性から、拠点として相応しい高度利用された都市景観が望まれ

る。 

そこで、本地区は、地域の防災性の向上と、駅前立地としてふさわしい「にぎわいの拠点」を形成するため、公共的な広場・

空地等を確保するとともに、商業中心地として地域商業と調和・共存する商業機能の整備を図る。あわせて、住宅需要を踏ま

えた必要な住宅機能の整備を図ることにより、多様で魅力的な複合市街地を目指し、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市

機能の更新を図る。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 (1) 地区の特性を踏まえた土地の高度利用を図り、敷地内にコミュニティ形成に資する広場や安全で快適な歩行者空間を整備

することで、地域の防災性の向上や良好な都市環境の創出を図る。 

(2) 商業中心地として地域商業と調和・共存する商業施設と良質な住宅施設を適切に確保し、周辺の環境に配慮した配置を行

うことにより、多様で魅力的な複合市街地の創出を図る。 

地区施設の整備の方針 (1) 地域コミュニティや交流・賑わいの形成に寄与するとともに、既存の東西歩行者動線の機能をもつ空間として、緑ゆたか

な広場を整備し、地域の防災性の向上とともに隣接する飲食街との回遊性の促進を図る。 

(2) 道路沿いには歩道状空地を配置し、ゆとりある歩行者空間を整備する。 

建築物等の整備の方針 (1) 健全で良好な市街地環境を創出するため、建築物等の用途の制限を定める。 

(2) 土地の細分化による市街地環境の悪化を防ぐため、地区の特性に応じて、建築物の敷地面積の最低制限を定める。 

(3) 安全で快適な歩行者空間や沿道空間を創出し、良好な市街地環境を形成するため、壁面の位置の制限を定める。 

(4) 安全で快適な歩行者空間を確保するため、壁面後退区域における工作物の設置の制限を定める。 

(5) 赤羽駅周辺地域における玄関口にふさわしい魅力ある都市景観を創出するため、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の

制限を定める。 
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(6) 避難時の安全性の向上と緑豊かで良好な市街地環境の形成を図るため、垣又はさくの構造の制限を定める。 

地

区

整

備

計

画 

地区施設の配

置及び規模 

種 類 名    称 幅  員 延  長 面積 備    考 

広 場 広場状空地１号 － － 約 900 ㎡ 
新設 

機械式駐輪場を含む 

その他の 

公共空地 
歩道状空地１号 2ｍ 約 170ｍ － 新設 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

面積 約 0.5ha 

建築物等の用途の 

制限 ※ 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

1 風俗営業等の規制及び業務の適性化等に関する法律第２条第６項各号に掲げる店舗型性風俗特殊営業の用に供する建築物

及び第９項に掲げる店舗型電話異性紹介営業の用に供する建築物 

建築物の敷地面積の 

最低限度 
３００㎡ 

壁面の位置の制限 
建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁面線を超えて建築してはならない。ただし、落下防止のための庇及

びこれを支える柱並びに隣地境界線に沿って設けられる門、塀その他これらに類するものを除く。 

壁面後退区域におけ

る工作物の設置の制

限 

壁面の位置の制限として定められた限度の線と敷地境界との間の土地の区域については、門、塀、垣、さく、広告物、駐車施

設、自動販売機、その他歩行者の通行の妨げとなるような工作物を設置してはならない。 

ただし、交通標識等の公益上必要なもの、歩行者の通行の安全を図るために必要なもの、隣地境界線に沿って設けられる門、

塀その他これらに類するものは除く。 

建築物等の形態 

又は色彩その他の 

意匠の制限 

建築物の屋根又は外壁の基調となる色彩は、周辺環境と調和した落ち着きのある色調とするとともに、形態、意匠は周辺の街

並みに調和したものとする。 

垣又はさくの構造の

制限 

道路に面して垣又はさくを設ける場合は、生け垣又は透視可能なフェンス等とする。 

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合はこの限りでない。 

1 高さ０．５ｍ以下のブロック塀その他これらに類するもの 

2 法令等の制限上やむを得ないもの 

土地の利用に関する事項 
敷地においては、緑豊かな街並みの形成及び緑量を確保するため、敷地内緑化、屋上緑化、壁面緑化等により、緑化を推進す

る。 

※は知事協議事項 
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「地区計画の区域、地区整備計画の区域、地区施設の配置、壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり」 

 

理由：土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図り、駅前立地としてふさわしい「にぎわいの拠点」の形成と、商業機能と住宅が共存する多様

で魅力的な複合市街地の形成を目指すため、地区計画を決定する。 
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東京都市計画地区計画 赤羽一丁目地区地区計画 総括図 〔北区決定〕 

赤羽一丁目地区 

地区計画 

決定箇所 
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東京都市計画地区計画 

赤羽一丁目地区地区計画  計画図１           〔北区決定〕 

 

 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の 1地形図を利用して作成したものである。ただし、計画線は都市計画道路の計画図から転記したものである。無断複製を禁ず。 

 (承認番号) 30 都市基交著第 214号、平成３１年１月７日、(承認番号) 30 都市基街都第 242号、平成３１年１月１０日、 (承認番号) MMT 利許第 27020 号、平成２７年５月１８日 

見通し線 

見通し線 

敷地境界線 

道路中心線 

道路中心線 

道路中心線 

道路中心線 

道路中心線 
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東京都市計画地区計画 

赤羽一丁目地区地区計画  計画図２           〔北区決定〕 

 

 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の 1地形図を利用して作成したものである。ただし、計画線は都市計画道路の計画図から転記したものである。無断複製を禁ず。 

 (承認番号) 30 都市基交著第 214号、平成３１年１月７日、(承認番号) 30 都市基街都第 242号、平成３１年１月１０日、 (承認番号) MMT 利許第 27020 号、平成２７年５月１８日 

8



 

東京都市計画地区計画 

赤羽一丁目地区地区計画  計画図３           〔北区決定〕 

 

 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の 1地形図を利用して作成したものである。ただし、計画線は都市計画道路の計画図から転記したものである。無断複製を禁ず。 

 (承認番号) 30 都市基交著第 214号、平成３１年１月７日、(承認番号) 30 都市基街都第 242号、平成３１年１月１０日、 (承認番号) MMT 利許第 27020 号、平成２７年５月１８日 
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都市計画の案の理由書  
 

 

 

１  種 類 ・ 名 称  

  東 京 都 市 計 画 地 区 計 画  

  赤 羽 一 丁 目 地 区 地 区 計 画  

 

２  理  由  

本 地 区 は 、「 東 京 の 北 の 玄 関 口 」で あ る Ｊ Ｒ  赤 羽 駅 に 近 接 し 、

区 内 で 最 大 の 商 業 集 積 地 内 に 位 置 す る 。 本 地 区 を 含 む 赤 羽 駅 周

辺 は 、北 区 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン ２ ０ １ ０  に お い て「 に ぎ わ

い の 拠 点 」 に 位 置 付 け ら れ 、 駅 西 側 と 連 携 し 広 域 商 業 施 設 を 中

心 と し た 土 地 利 用 を 誘 導 す る と と も に 、 住 宅 の 需 要 も ふ ま え 必

要 な 住 宅 ス ト ッ ク の 形 成 を 図 る こ と と さ れ て い る 。  

一 方 、駅 周 辺 地 区 は 、老 朽 化 し た ビ ル が 密 集 し て い る 地 区 で あ

り 、 来 街 者 や 地 域 住 民 が 集 え る ゆ と り あ る 滞 留 空 間 が 不 足 し て

い る こ と か ら 、 防 災 性 や 都 市 環 境 の 面 か ら も 早 急 な 改 善 が 必 要

と さ れ て い る 。  

こ う し た こ と か ら 、 本 地 区 に お い て は 、 駅 周 辺 に 不 足 す る オ

ー プ ン ス ペ ー ス を 確 保 す る と と も に 定 住 化 の 促 進 と 商 業 ・ 業 務

機 能 の 強 化 を す る こ と に よ り 、 防 災 性 の 向 上 と 市 街 地 環 境 の 向

上 に 資 す る 土 地 の 高 度 利 用 を 図 る た め 、 第 一 種 市 街 地 再 開 発 事

業 に よ る ま ち づ く り が 検 討 さ れ て き た 。  

こ の よ う な 経 緯 を 踏 ま え 、 土 地 の 合 理 的 か つ 健 全 な 高 度 利 用

と 都 市 機 能 の 更 新 を 図 り 、 駅 前 立 地 と し て 相 応 し い 多 様 で 魅 力

的 な 複 合 市 街 地 の 形 成 を 図 る た め 、 面 積 約 ０ ． ６ ヘ ク タ ー ル に

つ い て 、 市 街 地 再 開 発 事 業 に 係 る 赤 羽 一 丁 目 地 区 地 区 計 画 を 決

定 す る も の で あ る 。  
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都市計画の原案に対する意見書の要旨と見解 

東京都市計画地区計画 赤羽一丁目地区地区計画に係わる都市計画の原案を、都市計画法第１６条第２項の規定に基づく、東京都北区地区計画

等の案の作成手続きに関する条例第２条の規定により、令和２年３月１２日から３月２６日までの２週間公衆の縦覧に供したところ、同条例第４

条の規定による、同年４月２日までの３週間の期間中に２通（２名）の意見書の提出があった（利害関係を有しない者からの意見書１通（１名）を

含む）。その意見書の要旨及び北区の見解は次の通りである。なお、本都市計画原案に合わせ、都市計画法第１６条第１項の規定に基づく市街地再

開発事業及び高度利用地区に係わる原案の縦覧を実施しており、両原案に係わる意見についても関連意見として取り扱った。 

都市計画の種類及び名称  

①東京都市計画地区計画 赤羽一丁目地区地区計画 

②東京都市計画高度利用地区 赤羽一丁目第一地区高度利用地区の変更 

③東京都市計画第一種市街地再開発事業 赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業 

 

意 見 書 の 要 旨 北 区 の 見 解 

Ⅰ 賛成意見に関するもの  （なし）  

  

Ⅱ 反対意見に関するもの  １通（１名）  

（１）意見提出者の所有地を市街地再開発事業の計画区域から除外して

ほしい。 

 

（２）市街地再開発事業においては準備組合の意思形成が不当に歪めら

れており、地権者の利益を無視した計画が進められているので、事

業計画及び本組合設立を認可すべきではない。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）計画区域は、都市再開発法に基づく組合施行の第一種市街地再開

発事業により、都市計画原案が示す地区の目標、方針等を実現する

ための区域設定であると認識しています。 

（２）準備組合による意思形成については、同準備組合の規約等に基

づき適正に実施されているものと認識しています。 

   権利の変換に係わる事項については、現段階ではモデル権利変

換による概略が示されている段階であり、今後準備組合において

個別具体的な調整が図られるものと認識しています。 

事業計画及び本組合の設立認可については、準備組合の今後の

計画検討・合意形成の進捗に応じて東京都知事により行われるも

のですが、区としましては円滑な事業実施に向け、引き続き準備

組合に権利者の合意形成と事業への理解を得られるよう、丁寧な

説明を求めてまいります。 1
1
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（３）市街地再開発事業の施行区域は狭小であるため、赤羽小学校区域

を含めた区域一体の市街地再開発事業として再設計すべきである。 

 

（３）本地区計画区域の規模は同種事業の中では比較的小規模です

が、細分化された土地を集約・整形して一体的敷地として活用す

ることで、共同建築物の不燃化やオープンスペースの確保など、

駅周辺が抱える課題への取組みをはじめ、駅を中心としたコンパ

クトで利便性の高いまちづくりの一翼を担う計画であると認識し

ています。 

なお、本地区に隣接し、赤羽小学校とも敷地を接する街区にお

いても市街地再開発事業の事業化に向けた検討が進んでおり、区

としましては、赤羽小学校を含めた赤羽駅東口周辺のまちづくり

について、地区住民等で構成するまちづくり協議会等と連携・協

働しながら、検討を深めてまいります。 

Ⅲ その他の意見  １通（１名）  

（１）地上 26 階のタワーマンション建設について、高い建物は望まな

い。最寄りの開発例からも強風が心配である。マンションではなく、

緑に囲まれた低い都営・区営住宅、一戸建ての住宅が整備されると

良い。 

 

 

（１）本計画は、交通利便性の高い赤羽駅前で、かつ区内最大の商業集

積地という立地特性を生かし、地域の防災性や経済活動の活性化を

図りながら、都市の中心拠点の形成を図ることを目的としていま

す。 

   市街地再開発事業の制度を活用することで、土地の高度利用をす

すめ、公共的な広場や空地等を確保するとともに、地域商業との調

和・共存を踏まえた商業機能の整備や、良質な都市型住宅を供給す

ることにより、多様で魅力的な市街地形成を促進する方針です。 

   事業化に際し、風害をはじめとする環境対策につきましては、今

後の具体的な建築計画の中で検討するよう準備組合に求めてまい

ります。 

 

1
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都市計画の案に対する意見書の要旨と見解 

 

下記に係る都市計画の案を、都市計画法（以下「法」という。）第１７条第１項の規定又は法第２１条第２項において準用する法１７条第１項の

規定に基づき、令和２年５月２５日から６月８日までの２週間公衆の縦覧に供したところ、法第１７条第２項の規定又は法第２１条第２項におい

て準用する法１７条第２項の規定により、同期間中に１通（１名）の意見書の提出があった。その意見書の要旨及び北区の見解は次のとおりであ

る。 

都市計画の種類及び名称 

①東京都市計画第一種市街地再開発事業 赤羽一丁目第一地区第一種市街地再開発事業 

②東京都市計画高度利用地区 赤羽一丁目第一地区高度利用地区の変更 

③東京都市計画地区計画 赤羽一丁目地区地区計画  

 

意 見 書 の 要 旨 北 区 の 見 解 

Ⅰ 賛成意見に関するもの  （なし）  

  

Ⅱ 反対意見に関するもの  １通（１名）  

（１）意見提出者の所有地を市街地再開発事業の計画区域から除外して

ほしい。 

 

（２）市街地再開発事業においては準備組合の意思形成が不当に歪めら

れており、地権者の利益を無視した計画が進められているので、事

業計画及び本組合設立を認可すべきではない。 

 

 

 

（１）計画区域は、都市再開発法に基づく組合施行の第一種市街地再開

発事業により、都市計画原案が示す地区の目標、方針等を実現する

ための区域設定であると認識しています。 

（２）準備組合による意思形成については、同準備組合の規約等に基

づき適正に実施されているものと認識しています。 

   権利の変換に係わる事項については、現段階ではモデル権利変

換による概略が示されている段階であり、今後準備組合において

個別具体的な調整が図られるものと認識しています。 

   事業計画及び本組合の設立認可については、準備組合の今後の

計画検討・合意形成の進捗に応じて東京都知事により行われるも

のですが、区としましては円滑な事業実施に向け、引き続き準備

組合に権利者の合意形成と事業への理解を得られるよう、丁寧な

説明を求めてまいります。 1
3
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（３）市街地再開発事業の施行区域は狭小であるため、にぎわいの拠点

に相応しい商業機能を維持発展させる市街地再開発事業となるよ

う赤羽小学校区域を含めた区域一体で再設計すべきである。新型コ

ロナウイルスの感染拡大により、事業性が悪化しているので、従前

地権者の権利床面積を確保するために、計画容積率の追加の割り増

しが必要である。 

（３）にぎわいの創出には、商業機能の集積だけに依ることなく、ま

ちの特性を生かしながら、社会状況等の変化に対応した多様で柔

軟な取り組みが求められます。 

本計画では、赤羽の地域資源を生かしながら、都市機能・商業

機能の更新をはじめ、良質な都市型住宅の供給や観光・交流の促

進を図るなど、安全・安心・快適な市街地環境の整備を進めるこ

とで、駅周辺のにぎわいを創出する環境を整え、まちの魅力を高

める内容となっており、赤羽駅東口周辺のまちづくりの一翼を担

う計画であると認識しています。 

また、本地区に隣接し、赤羽小学校とも敷地を接する街区にお

いても市街地再開発事業の事業化に向けた検討が進んでおり、区

としましては、赤羽小学校を含めた赤羽駅東口周辺のまちづくり

について、地区住民等で構成するまちづくり協議会等と連携・協

働しながら、検討を深めてまいります。 

なお、本計画の容積率の最高限度については、「東京都高度利用

地区指定方針及び指定基準」に定められた容積率の緩和の基準に

より定めております。 

 

Ⅲ その他の意見  （なし）  

  

  

1
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都市計画審議会補足資料 

まちづくり部まちづくり推進課 

令 和 ２ 年 ７ 月 ２ ８ 日 

 

赤羽一丁目における市街地再開発事業等の都市計画案について 

 

１．要  旨 

ＪＲ赤羽駅東口駅前周辺では、地権者を中心とした組合施行による市

街地再開発事業の事業化の検討が進んでおり、これまでに３つの地区で

それぞれ準備組合が設立されている。 

このうち先行する「第一地区（赤羽一丁目 10 番、11 番の一部）」に

ついては、区との協議により準備組合による計画案がまとまり、東京都

都市整備局との調整を経て、都市計画法に基づく都市計画決定に向けた

手続きを進めてきた。 

本審議会では、市街地再開発事業とそれに合わせた計３つの都市計画

案を議案として提出しているが、計画概要をはじめ、それぞれの議案の

関係等、都市計画図書を補足するため本資料により説明する。 

 

２．第一地区の位置及び準備組合等の状況 

「第一地区」は左下写真（赤の計画地の範囲）のとおりであり、後続

する他地区との位置関係は右下図のとおりである（別途現況写真あり）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜準備組合の状況＞             （ 令和 2 年 7 月 8 日現 在 ） 

項 目 数 値（権利形態別内訳） 

権利者数     ２３ （土地所有者１６、借地権者７） 

準備組合加入者数 １８ （土地所有者１３、借地権者５） 

準備組合加入率  ７８％（土地所有者８１％、借地権者７１％） 
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３．「第一地区」に係わるこれまでの経過について 

（１）経 過 

  平成２８年６月 赤羽一丁目第一地区市街地再開発準備組合設立 

  平成３０年６月 準備組合から区に事業化に向けた要望書が提出され

る（廃止する区道の譲渡、駐輪場整備の提案含む）。 

  令和元年 ６月 準備組合から区に早期の都市計画手続き着手の旨の

要望書が提出される。 

  令和２年 １月 東京都都市整備局主催による局内の再開発事業の協

議調整の場である「事業連絡調整会議（連調）」が開

催され、本区が計画案を説明し、都市計画手続きを

進めることで了承を得る。 

  令和２年 ７月 準備組合よりコロナ禍においても事業を計画的に推

進するため、予定通りに都市計画手続きを進めるよ

う要請書が提出される。 

 

（２）決定する都市計画 

  〇東京都市計画第一種市街地再開発事業の決定（北区決定） 

  〇東京都市計画高度利用地区の変更（北区決定） 

     容積率の緩和（600％→800％）等 

  〇東京都市計画地区計画（北区決定） 

     地区の目標をはじめ、土地利用、地区施設整備等の方針等 

空地や、廃止する区道に代わる機能の確保を位置づける。 

（参考）都市計画により生じる権利者等の制限 

・前記の都市計画を定めると、都市計画法により施行区域内では市街

地再開発事業を実施するにあたって障害となるような行為を防止

するため、建築の制限や土地譲渡の届出義務等が生じる。 

 

（３）公共施設等の整備 

 〇本計画に係る新たな都市施設（道路、公園等）の整備計画はない。 

〇大街区化に伴い計画地内にある区道は廃止する。なお、道路廃止後の

区有財産は適切な方法、価額で施行主体に譲渡する。 

〇敷地内に約９００㎡の空地が確保され、緑化等により憩いの空間とし

て開放されるとともに、従前からの東西を結ぶ歩行者動線となる。 

〇まちづくりへの貢献として、準備組合により敷地内に約２００台規模

の機械式地下駐輪場が整備され、一般利用に供される。 
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（４）施設計画案 

項 目 計画内容 

敷地面積 約 2,890 ㎡ 

主要用途 住宅、店舗、 

駐車場 

建築面積 

（建蔽率） 

約 1,730 ㎡ 

（約 60％） 

容積対象床面積 

（容積率） 

約 23,100 ㎡ 

（約 800％） 

階数 地上 26 階、 

地下１階 

高さ 約 110ｍ 

住宅戸数 約 300 戸 

公的駐輪台数 約 150 台 

                   （準備組合提供イメージ図） 

                    （準備組合提供イメージ） 

※建築物の詳細は、今後の基本設計により決定する。 

 

（５）都市計画原案、都市計画案に対する意見聴取等 

 ①都市計画（原案）の縦覧 

   令和２年３月１２日（木）～３月２６日（木） 

 ②意見書の提出  

   令和２年３月１２日（木）～４月２日（木） 

 ③公聴会の開催（都市計画法第 16 条第 1 項及び第２項） 

新型コロナウイルスの拡大防止対策のため、３月 11 日に開催を予

定していた都市計画（原案）説明会は中止した。なお、これに代わ

る措置として、説明資料等をホームページで公開した。 

④都市計画案の縦覧及び意見書の提出  

   令和２年５月２５日（月）～６月８日（月） 

 

４．今後の事業計画 

   準備組合による都市計画決定後に想定する事業計画は以下の通りで

ある（令和２年 6 月時点）。 

   令和２年度 基本設計 

   令和３年度 組合設立認可、実施設計 

   令和４年度 権利変換計画認可、除却整地工事着手 

   令和５～７年度 施設建築工事、竣工（7 年度） 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告事項「用途地域等の一括変更について」に関す

る資料 
 

 

 

 

 

 

 

（１）用途地域等の一括変更への取り組み状況について    ・・・・１ 

（２）用途地域等の一括変更のスケジュール変更について（写）・・・・２ 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 ４ 



 

第 107 回都市計画審議会報告資料 

令 和 2 年 ７ 月 2８ 日 

 
 

用途 地 域等 の 一 括 変更 へ の取 り 組 み 状況 に つい て  
 
 

１ 要   旨  

  用 途地 域 等 の 一括 変 更に お け る 原案 等 の作 成 に つ いて 、令 和 2 年 1 月

に受 け た東 京 都 か らの 依 頼に 基 づ き 作業 に 着手 し た 。   

  変 更対 象 は 、 平成 １ ６年 以 降 の 地形 地 物及 び 土 地 利用 の 変化 に よる軽

微な も ので あ り 、 変更 に 伴う 既 存 不 適格 建 築物 の 発 生 がな く 、ま た、周

辺市 街 地環 境 へ の 影響 が 軽微 な も の とす る 。  

  こ の度 、 新 型 コロ ナ ウイ ル ス 感 染症 に 伴う 影 響 に より 、 スケ ジ ュール

が変 更 され た。（ 別 紙）  

 

２ 対 象と な る 都 市計 画 等  

区域 区 分、 用 途 地 域、 特 別用 途 地 区 、高 度 地区 、 防 火 地域 及 び準 防火

地域 、再開 発 等促 進区 を 定め る 地 区 計画 、建築 基 準 法 56 条 の 2 に 基づ

く日 影 によ る 中 高 層の 建 築物 の 高 さ の制 限 （日 影 規 制 ）  

 

３ 現   況 （ 経 過等 ）  

  令 和２ 年  １ 月 東 京都 か ら 都 市計 画 等変 更 原 案 等の 作 成依 頼  

       3 月 北 区議 会 建 設 委員 会 報告  

          第 106 回都 市 計画 審 議会 報 告  

            ６ 月 業 務委 託 契 約 締結 、 変更 対 象 箇 所の 抽 出作 業 中  

           

４  今 後の 予 定 （ 日時 等 ）  

  令 和４ 年 ３ 月 末 都 市計 画 変 更 原案 等 の提 出  

  令 和４ 年 度 末   都 市計 画 変 更 決定 等  
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印影を加工しています
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